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研究成果の概要（和文）：メカニズム・デザインとは、社会を構成する個人の戦略的行動を考慮に入れた上で、
社会や経済における目標を達成するためのメカニズム（制度）を設計する研究分野である。本研究では、第一
に、相互評価による表彰制度の設計という新しい問題に取り組み、「次点付き多数決」という興味深いメカニズ
ムを提案した。第二に、非分割財の配分メカニズムの分析を行い、耐戦略性、対称性、予算均衡を満たすメカニ
ズムが存在しないことを証明した。

研究成果の概要（英文）：Mechanism design is a research field that designs mechanisms (institutions) 
for achieving social and economic goals, taking into account the strategic behavior of individuals 
that make up society. In this research, firstly, we addressed a new problem of designing an award 
system based on mutual evaluation and proposed an interesting mechanism called "plurality with 
runners-up". Second, we analyzed the allocation mechanism of indivisible goods and proved that there
 is no mechanism  satisfying strategy-proofness, symmetry and budget balance.

研究分野：メカニズム・デザイン
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１．研究開始当初の背景 
 メカニズム・デザインとは、社会を構成す
る個人の戦略的行動を考慮に入れた上で、社
会や経済における目標を達成するためのメ
カニズム（制度）を設計する研究分野である。
1970 年代から始まったメカニズム・デザイ
ンの対象領域は、経済環境の多岐にわたり、
純粋交換経済、公共財供給と費用配分、非分
割財の配分、オークション設計、相互評価に
よる表彰制度の設計などが挙げられる。 
 純粋交換経済、公共財供給と費用配分の研
究はかなり進展しており、最終的なまとめの
段階となっている。非分割財の配分、オーク
ション設計の研究は伝統的な分野であるが、
まだまだ未解決の問題が多い。相互評価によ
る表彰制度の設計は新しい研究領域であり、
新しい枠組みの構築から始める必要性があ
る。これらの各分野の問題にバランスよく取
り組み、新しい研究成果を挙げることにより、
メカニズム・デザインの理論は益々の発展が
期待される。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、経済環境におけるメカニズ
ム・デザインについて、最近の研究動向を踏
まえた新たな取組みを行い、メカニズム・デ
ザインの可能性と限界を明らかにする。メカ
ニズム・デザインとは、社会を構成する個人
の戦略的行動を考慮に入れた上で、社会や経
済における目標を達成するためのメカニズム
（制度）を設計する研究分野である。1970 年
代から始まったメカニズム・デザインの対象
領域は、経済環境の多岐にわたり、純粋交換
経済、公共財供給と費用配分、非分割財の配
分、オークション設計、相互評価による表彰
制度の設計などが挙げられる。本研究では、
これらの経済環境におけるメカニズム・デザ
インの研究を一層進めるとともに、経済環境
を統一的に取り扱うメカニズム・デザインの
理論を提示することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
（１）相互評価による表彰制度の設計 
メカニズム・デザインの新しい問題である
「相互評価による表彰制度の設計」に関する
研究を行う。相互評価とはある集団における
個人相互を評価し合う状況であり、表彰制度
とはその相互評価に基づいて各個人にランキ
ングをつけたり、一人または集団の一部を表
彰対象者として選択する仕組みのことである。 
本研究では、相互評価の情報的基礎として、
次の２つの枠組みを参考にして研究を行う。
第一は、安藤・小原・山本（２００３）と大
瀬戸（２００７）で採用された「すべての個
人に（序数的）ランキングをつけ、社会的な
ランキングを集計する関数」を分析する枠組
みである。安藤・小原・山本（２００３）は、
弱パレート原理の他に、無関係対象からの独
立性を課し、不可能性定理を得た。一方、大

瀬戸（２００７）は、弱パレート原理のみを
採用し、ボルダ・ルールが弱パレート原理を
満たす唯一のスコアリング・ルールであるこ
とを証明した。 
第二は、ホルツマン・ムーラン（２０１３）
で採用された「すべての個人は他の一名を指
名し、それを集計し一名の表彰対象者を決定
する関数」を分析する枠組みである。ホルツ
マン・ムーラン（２０１３）は、不偏性（自
分が表彰対象者となるか否かは自分の指名に
影響を受けない）、正の全員一致性（すべて
の個人がある特定の個人を指名したならば、
その個人が表彰対象者となる）、負の全員一
致性（誰からも指名されていない個人が表彰
対象者となることはない）の３つの条件を満
たすルールが存在しないという不可能性定理
を証明した。 
 
（２）非分割財配分メカニズムの設計 
非分割財の配分に関するメカニズム・デザ
インについて研究を実施する。 
 ホルムストロム（１９７９）は、一般的な
環境で、耐戦略性と意思決定に関する効率性
を満たすメカニズムの集合は、グローヴズ・
メカニズムの集合であることを証明した。大
瀬戸（２０００）は、非分割財に対する個人
の評価値の集合が有限であるときでさえ、グ
ローヴズ・メカニズムは予算均衡を満たさな
いことを証明した。言い換えると、耐戦略性、
意思決定に関する効率性、予算均衡の３つの
条件を満たすメカニズムは存在しない。 
非分割財の配分問題では、効率性を追求す
ることも重要であるが、むしろ公平性を確保
することが重要な場面が多い。大瀬戸（２０
０６）は、グローヴズ・メカニズムの中で、
公平性を代表する条件である非羨望性を満
たすものを特定した。さらに、安藤・加藤・
大瀬戸（２００８）は、個人の人数が３０人
以下であるときに、耐戦略性、対称性、予算
均衡を満たすメカニズムは存在しないとい
う部分的な不可能性定理を発表した。これら
の先行研究を踏まえて、非分割財の配分メカ
ニズムに関するより精緻な研究結果を得る。 
 
４．研究成果 
（１）相互評価による表彰制度の設計 
メカニズム・デザインの新しい問題である
「相互評価による表彰制度の設計」に関する
研究を行った。相互評価とはある集団におけ
る個人相互を評価しあう状況であり、表彰制
度とはその相互評価に基づいて各個人にラン
キングをつけたり、一人または集団の一部を
表彰対象者として選択する仕組みのことであ
る。 
本研究では、集団の各個人が（自分自身を
除いて）最も表彰するにふさわしい個人を指
名しあい、それらの指名情報に基づいて表彰
対象者を決定する制度の設計について分析を
行った。ホルツマン・ムーラン（２０１３）
は、そのような環境で常に一人の個人を表彰



対象者とする表彰制度で、次の３つの条件を
満たすような表彰制度は存在しないことを証
明した。３つの条件とは、不偏性（自分が表
彰対象者となるか否かは自分の指名に影響を
受けない）、正の全員一致性（すべての個人
がある特定の個人を指名したならば、その個
人が表彰対象者となる）、負の全員一致性（誰
からも指名されていない個人が表彰対象者と
なることはない）である。 
彼らの不可能性定理を克服する試みとして、
表彰制度が常に一人の個人を表彰対象者とす
るという仮定を緩和し、複数の個人を表彰対
象者として認める表彰制度まで拡張して考察
するとどのように結果が変化するのかを分析
した。ここで、単純多数決を用いた表彰制度
を考えると、最高得票数が同点となる場合が
あり、複数の個人を表彰対象者として認める
ような表彰制度を考えることは自然な拡張で
あるといえる。しかし、単純多数決は正の全
員一致性と負の全員一致性を満たすが、不偏
性を満たさない。そこで、不偏性を満たすよ
うに単純多数決を修正するという方向性が考
えられる。 
 本研究では、「次点付き多数決」という表
彰制度を提案した。「次点付き多数決」とは、
最高得票数を得たすべての個人を表彰対象
として、さらに最高得票数より１票だけ少な
い得票数を得た個人のうち最高得票数を得
た個人を指名している個人を表彰対象とす
る制度である。 
単純多数決をこのように修正することに
より、「次点付き多数決」が正の全員一致性、
負の全員一致性に加えて、不偏性を満たすこ
とを証明した。したがって、表彰制度が常に
１人の表彰対象者を選択するという要求を
緩和し、複数の表彰対象者を認めることによ
り否定的な結果を回避できるという重要な
結果が得られた。 
ホルツマン・ムーラン（２０１３）は同じ
論文の中で、常に一人の個人を表彰対象者と
する表彰制度で、次の３つの条件を満たすよ
うな表彰制度は存在しないことを証明した。
３つの条件とは、不偏性、匿名性（表彰対象
者となる個人が選択される基準は、得票数の
みである）、非定値性（表彰対象者となる個
人は、固定されていない）である。 
本研究では、この不可能性定理に対しても、
表彰制度が常に一人の個人を表彰対象者と
するという仮定を緩和し、複数の個人を表彰
対象者として認めるような表彰制度にまで
拡張して考察するとどのように結果が変化
するのかを分析した。 
「次点付き多数決」は、最高得票数を得た
個人をすべて表彰対象者として選ぶものの、
最高得票数より１票少ない得票数を得た個
人を表彰対象者として選ぶ場合と選ばない
場合があるため、匿名性を満たさない。 
そこで、複数の表彰対象者を認める表彰制
度全体を考察対象として考え、不偏性、匿名
性、非定値性を満たす表彰制度が存在するか

どうかを検討したところ、そのような表彰制
度が存在することが確認された。しかしなが
ら、その表彰制度は社会で利用するには満足
のいくものではないことが明らかなもので
あった。例えば、その表彰制度は正の全員一
致性を満たしていないのである。したがって、
不偏性、匿名性、正の全員一致性を満たす表
彰制度の存在について検討したところ、その
３つの条件を満たす表彰制度は存在しない
ことが明らかとなった。表彰対象者を１人か
ら複数人に変更したとしても、不偏性、匿名
性を満たす表彰制度に関する否定的な結論
に変化はないことがわかったのである。 
相互評価による表彰制度の設計は新しい研
究領域であり、そこで先駆的な研究と異なる
方向性を持つ研究成果を発表できたことは非
常に重要である。 
 
（２）非分割財配分メカニズムの設計 
メカニズム・デザインの伝統的な問題であ
る「非分割財配分メカニズムの設計」に関す
る研究を行った。複数の個人から構成される
社会において、１単位の非分割財をどの個人
に配分するかを決定するメカニズムの設計に
ついて考察を行った。複数の個人が存在する
のに対し、１単位の非分割財しかないため、
非分割財を得られた個人と得られなかった個
人の間で不公平が生じることが容易に予測で
きる。したがって、個人間の金銭移転による
補償を認めるメカニズムを考察対象とするこ
とにした。 
 社会を構成する各個人は非分割財に対して
評価値を持っていると考える。要するに、そ
の非分割財にいくら支払ってもよいかという
金額である。社会を構成する各個人がその評
価値を表明しあい、その情報を基礎として、
どの個人が非分割財を受け取り、さらに個人
間でどのような金銭移転がなされるべきかを
決定するのがメカニズムである。初期の研究
では、メカニズムが持つべき性質として次の
３つの条件が考察されてきた。３つの条件と
は、耐戦略性（どの個人も非分割財の評価値
を正しく表明する）、意思決定に関する効率
性（非分割財に対する評価値が一番高い個人
が、非分割財を獲得する）、予算均衡（個人
間の金銭移転の総額はゼロで均衡する）であ
る。 
初期の研究で耐戦略性、意思決定に関する
効率性、予算均衡の３つの条件を満たすメカ
ニズムが存在しないことが証明されたが、大
瀬戸（２０００）は非分割財に対する個人の
評価値に制限を加えたときでさえ、この不可
能性定理が成立することを証明した。 
非分割財に対する個人の評価値の制限とは
次のような考え方から得られたものである。
通常のメカニズム・デザインの議論では、個
人の評価値の集合は実数全体であると想定さ
れることが多い。しかしながら、私たちが非
分割財を評価するときは、その非分割財がよ
いものであれば評価値は非負の値であり、評



価値に上限があることが自然である。さらに
私たちは、１００円、２００円といったよう
に貨幣の単位で評価することに慣れており、
通常評価値は自然数となることが想定される。
したがって、非分割財に対する個人の評価値
は有限個の集合と考えることが自然であり、
そのようなメカニズムを考えると、否定的な
結論が覆されることが考えられる。しかし、
大瀬戸（２０００）は、非分割財に対する個
人の評価値が有限個の集合である場合でも、
耐戦略性、意思決定に関する効率性、予算均
衡の３つの条件を満たすメカニズムが存在し
ないことを証明した。 
 非分割財配分の研究では、効率性を追求す
ることも重要であるが、公平性を確保するこ
とがより重要である場合も多い。公平性の条
件として、非羨望性（各個人は他人の配分よ
りも自分の配分を好む）が有名であるが、本
研究ではより強い結論を導くために、より弱
い条件である対称性（２人の個人が非分割財
に対して同じ評価値を持つとき、その２人は
同じ効用をもたらす配分を得る）を採用する。
さらに、大瀬戸（２０００）と同様に、評価
値の集合は有限である場合を考察する。 
 本研究では、n人の個人がいる場合、非分割
財に対する個人の評価値の集合がn+1個以上
であるとき、耐戦略性、対称性、予算制約の
３つの条件を満たすメカニズムは存在しない
ことを証明した。この結果は、n-1単位の同質
的な非分割財を配分する問題にも応用可能で
ある。さらに、n人の個人が必ず１つの非分割
財を受け取る状況で、n人の個人にn単位の同
質的でない財を分配する問題にも適用可能で
ある。 
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